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会的技術的システムとして仕事を設計する（Davis 1979 2 ））。1970年代の後半、国際競争の激化に伴
い先進諸国の経営組織では生産性の拡大が至上命令となり、相対的に QWL プロジェクトは次第に
影を薄めていった。しかしながら、Wharton School において Trist を中心として行われた QWL に関
する大がかりな実態調査 3 ）の報告は、従業員参加とコミットメントを柱とする QWL の理念が、生






































































































































○ ［ワークコミットメント］：Farrell, Rusbult（1981）14）によるジョブコミットメント尺度 4 項目お





○ ［変化適応性］及び［生産性］：仮説 1 及び仮説 2 を検証するために、Mott（1972）16）の「経営
組織の有効性尺度」を採用して、生産性や効率に関する 3 項目を［生産性］尺度とし、変化への





残り 8 項目を邦訳して採用する。なお、肯定回答を［ 1 点］、否定回答を［ 0 点］に変換し単純
加算して 8 段階尺度とする。
○ ［官僚的特性］：官僚制組織の特徴は、合理的かつ効果的な管理機能を検証する尺度としてこれ
まで最も多く引用され、合意された測定尺度も存在する。仮説 5 を検証するため Hall（1961）に
よる 6 次元18）の各次元から 4 項目ずつをとりあげ24項目とし 5 段階尺度で作成する。
○ ［ 職 務 充 実 ］： 職 務 充 実 度 を 測 定 す る 尺 度 に は、Hackman & Oldham（1980） に よ る Job 
Diagonostic Scale19）（以下 JDS）の15項目を 5 段階尺度として採用する。
○ ［仕事の協力］：職務特性理論の中核を成す 5 つの要因には職場の人間関係の尺度は無いが、上















因子分析を行ったところ、 2 因子に収束することが確認できた。（Q 1 及び Q 4 の反転項目は、 1
～ 5 点尺度を逆に計算している。）
第 1 因子の構成尺度はもともとジョブコミットメント尺度から構成されている。しかし、尺度の
内容をみると「Q 1 今の仕事を将来も続けたい」「Q 2 仕事を辞めるかもしれない」等が含まれる。
我が国の場合、会社と仕事の切り分けは難しく、どちらかというと会社をイメージして回答された






































Gulowsen（1972）のワークグループ自律性尺度から 8 項目を 8
段階尺度で構成
















問項目 第 1 因子 第 2 因子
Q 2 　近い将来仕事を辞めるかもしれない（反転） .872 .044
Q 1 　今の仕事を将来も続けたいと思っている .835 .249
Q 4 　別の仕事を探そうかと思うことがある（反転） .822 .040
Q 3 　今の仕事はとても愛着がある .701 .417
Q 7 　満足感は仕事に関連していることから得られて .238 .843
Q 5 　大事だと思うことはいつも仕事と関連している -.015 .837








変　　　数 有効回答数 1 2 3 4 5 6 7 8 9
1 年齢 225
2 職位 218  .475＊＊＊
3 組織コミットメント 222  .280＊＊＊  .270＊＊＊
4 ジョブコミットメント 223  .148＊  .291＊＊＊  .380＊＊＊
5 生産性 222  .039  .075  .294＊＊＊  .266＊＊＊
6 変化適応力 223  .031  .108  .301＊＊＊  .209＊＊  .673＊＊＊
7 グループ自律性 204  .043  .172＊  .158＊  .167＊  .319＊＊＊  .329＊＊＊
8 官僚的特性 215  .015 ―.214＊＊ ―.220＊＊ ―.077 ―.198＊＊ ―.178＊＊ ―.330＊＊＊
9 職務充実 219  .221＊＊  .337＊＊＊  .451＊＊＊  .412＊＊＊  .313＊＊＊  .322＊＊＊  .385＊＊＊ ―.382＊＊＊
10 仕事の協力 223 ―.050  .026  .143＊  .159＊  .153＊  .126  .021 ―.104  .191＊＊
＊＊＊ p<.001: ＊＊ p<.01: ＊ p<.05（両側）




表 4 の「 4 － 1 非管理職」をみると、［組織コミットメント］では［年齢］「［生産性］および［職
務充実］の 3 変数で統計的有意な数値が得られている。全従属変数の説明寄与率（調整済み R 2 ）
は32.3％と高く、0.1％の統計的有意水準が得られている。続いて［ジョブコミットメント］では、
［職務充実］および［仕事の協力］とで統計的有意な数値が得られている。ただし［仕事の協力］
については有意水準を10％まで緩和した。説明寄与率（調整済み R 2 ）は18.7％とやや低めではあ
るが0.1％水準で統計的有意となった。
次に「 4 － 2 管理職」をみると、［組織コミットメント］では［変化適応性］および［職務充実］
の 2 変数とで統計的に有意な数値が得られた。ただし［職務充実］については10％水準まで緩和し





については、非管理職で仮説 2 および仮説 5 が支持され、管理職で仮説 1 および仮説 5 が支持され












標準化係数 b 有意確率 標準化係数 b 有意確率
年齢  .283 .000 年齢  .017 .839
生産性  .230 .020 生産性  .118 .274
変化適応性  .024 .814 変化適応性 ―.045 .684
グループ自律性 ―.067 .417 グループ自律性 ―.021 .812
官僚的特性 ―.126 .106 官僚的特性  .100 .239
職務充実  .384 .000 職務充実  .407 .000
仕事の協力  .046 .559 仕事の協力  .146 .092
R2乗  .360 R2乗  .232
調整済 R2乗  .323 .000 調整済 R2乗  .187 .000
F 値 9.652 F 値 5.164
4－2　課長以上管理職 n–61
従属変数「組織コミットメント」 従属変数「ジョブコミットメント」
標準化係数 b 有意確率 標準化係数 b 有意確率
年齢  .142 .260 年齢 ―.045 .718
生産性 ―.230 .190 生産性  .193 .272
変化適応性  .458 .011 変化適応性  .091 .603
グループ自律性 ―.014 .928 グループ自律性 ―.019 .905
官僚的特性  .146 .399 官僚的特性  .265 .131
職務充実  .304 .098 職務充実  .415 .026
仕事の協力 ―.116 .381 仕事の協力  .043 .745
R2乗  .226 R2乗  .220
調整済 R2乗  .124 調整済 R2乗  .117
F 値 2.210 .048 F 値 2.138 .055
回帰係数（b）: ＊＊＊ p<.001, ＊＊ p<.01, ＊ p<.05
表 5　仮説との照合結果
職位
仮説１ 仮説２ 仮説３ 仮説４ 仮説５ 仮説６
変化適応性 生産性 グループ自律性 官僚的特性 職務充実 仕事の協力
組織コミットメント
非管理職 ― 支持＊＊ ― ― 支持＊＊ ―
管理職 支持＊＊ ― ― ― 支持＊ ―
ジョブコミットメント
非管理職 ― ― ― ― 支持＊＊＊ 支持＊
管理職 ― ― ― ― 支持＊＊ ―





（ 2 ） 当初予測した［グループ自律性］や［官僚的特性］の組織要因は、［組織コミットメント］と
［ジョブコミットメント］の両従属変数に対して促進要因として機能していないことが判明し
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製 造 業 61 27.1
そ の 他 50 22.2
金融・保険 19 8.4
卸・小売 11 4.9
運輸・通信 11 4.9
無効回答 5 2.2
合　　計 225 100
大津洋子　■
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文末付録 2　各変数の測定尺度
1 ．組織コミットメント
　　［ 1 ］今の仕事を将来も続けたいと思っている
　　［ 2 ］近い将来仕事をやめるかもしれない
　　［ 3 ］今の仕事はとても愛着がある
　　［ 4 ］別の仕事を探そうかと思うことがある
2 ．ジョブコミットメント
　　［ 1 ］大事だと思うことはいつも仕事と関連している
　　［ 2 ］仕事に深くのめりこんでいると感じる
　　［ 3 ］満足感は仕事に関連していることから得られている
3 ．生産性
　　［ 1 ］職場全体の生産性（量）は高いと評価しますか
　　［ 2 ］職場で遂行されている成果の質は高いと評価しますか
　　［ 3 ］職場の能率性は高いと評価しますか
4 ．変化適応性
　　［ 1 ］職場は、新しい設備や技術が導入され仕事が変更になるような状況にうまく対処していますか
　　［ 2 ］上のような状況に対して、迅速に変化を受け入れ、合わせることが上手ですか
　　［ 3 ］職場は、緊急事態が発生して超過勤務を強いられるような場合、うまく処理しますか
　　［ 4 ］職場のメンバーのどのくらいの割合が、変化を迅速に受け入れていますか
5 ．官僚的特性
　　［ 1 ］社員は毎日同じ仕事を同じやり方で行っている
　　［ 2 ］会社には守るべき規則と規定のマニュアルがある
　　［ 3 ］どんな事態に対処するマニュアルがある
　　［ 4 ］必要なものを得るには特別の許可がいる
　　［ 5 ］上司の命令には逆らうことはできない
　　［ 6 ］顧客との応対で挨拶の仕方や話し方を仕込まれる
　　［ 7 ］仕事を終えるとそれはいつも同じ人にまわされる
　　［ 8 ］社員は自分で判断するよう奨励されている（反転項目）
　　［ 9 ］ほとんどの仕事は同様の手続きを踏むことになっている
　　［10］部外者と過度に親しくしてはいけないといわれる
　　［11］何事も自分で決定しようとする者は歓迎されない
　　［12］上司にどのくらい気に入られているかは昇給に影響する
6 ．グループ自律性
　　［ 1 ］職場・グループは、品質目標の設定に影響力をもっている
　　［ 2 ］職場・グループは、生産量目標の設定に影響力をもっている
　　［ 3 ］職場・グループの境界条件を規定する目的で、リーダーを置くかどうか、誰にするかを決定できる
　　［ 4 ］職場・グループは、自らの生産性を自己管理できる
　　［ 5 ］自分たちの働く時間を設定できる権限がある
　　［ 6 ］生産方法の選択について決定している
　　［ 7 ］グループメンバー間の作業配分をグループにまかされている
　　［ 8 ］参加メンバーの選抜はメンバーが任されている
　　［ 9 ］職場・グループの問題に関係したリーダーを誰にするかを決定できる
　　［10］作業の方法を決定する権限がある
7 ．職務充実
　　［ 1 ］仕事はいろんな技術と才能を多く必要とする
　　［ 2 ］仕事は複雑で高度な技術を多く必要とする
　　［ 3 ］仕事は単純な繰り返しである
　　［ 4 ］仕事は始めから終わりまでを通して行う
　　［ 5 ］最初から終わりまで責任を任されている
　　［ 6 ］仕事は細かく役割と分担が決まっている
　　［ 7 ］仕事は有意義でためになるものである
　　［ 8 ］私の出来不出来は他の人に影響する
　　［ 9 ］会社全体からみれば私の仕事はたいしたことではない
　　［10］私仕事の手順や方法、期限は私自身が決めることができる
　　［11］仕事のやり方を思うままに変えることが多い
　　［12］仕事には私のカンや判断を使う余地はない
　　［13］私の仕事の良し悪しは自分で分かる
　　［14］結果の良し悪しは仕事からいつでも知ることができる
　　［15］私の仕事の良し悪しの手がかりを仕事から得ることはない
8 ．仕事の協力
　　［ 1 ］仕事は他の人との接触の必要性が高い
　　［ 2 ］仕事は他の人との協働を必要とするものである
　　［ 3 ］仕事はほとんど一人でできることである
